
９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
１７年度末 １８年度末

無 無

発足時(１７年１０月)

無

１８年度末

１７年度末

１７年度末

７　予算額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中

８　資産・負債・資本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

 発 足 時
(１７年１０月)に国か
ら無償譲渡された資産

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

備　考
※国からの現物出資は全て流動資産（販売用不動産）である。

 発 足 時
(１７年１０月)に国か
ら現物出資された資産

１８年度末



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等
監査法人名 監査法人トーマツ

(1)厚生年金勘定、国民年金勘定及び健康保険勘定に係る各勘定別財務諸表（利益の処分又は損失
の処理に関する書類（案）を除く。）並びに法人単位財務諸表が、独立行政法人会計基準及び我が
国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、各勘定及び法人単位の財政状態、
運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

(2)各勘定に係る利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認
める。

(3)事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。

(4)各勘定に係る決算報告書及び法人単位決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に
従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

監査法人名 －

監査法人名 監査法人トーマツ
(1)厚生年金勘定、国民年金勘定及び健康保険勘定に係る各勘定別財務諸表（利益の処分に関する
書類（案）を除く。）並びに法人単位財務諸表が、独立行政法人会計基準及び我が国において一般
に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、各勘定及び法人単位の財政状態、運営状況、
キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

(2)各勘定に係る利益に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。

(3)事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示して
いるものと認める。

(4)各勘定に係る決算報告書及び法人単位決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に
従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

監査法人名 －

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

－

－監査意見

監査意見

監査意見

任
意
監
査

監査意見

18年度

法
定
監
査

17年度

法
定
監
査

任
意
監
査



単位：千円、％

17年度 18年度

総売上額(a)   

当該独立行政法人に係る
売上額(b)   

総売上額に占める割合
（b/a）×100

  

取引の概要   

  役員一覧

当該独立行政法人からの
再就職者は
（　）に、又は
移行前の組織からの再就
職者は
＜　＞に、
それぞれ最終役職名を記
入

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等

関係法人名 特定関連会社、関連会社、関連公益法人の別

当該独立行政法人からの
出資額
18年度の下段は出資総額

  

- -



１９　出資法人一覧

単位：千円、％

出資先法人名 出資総額 出資比率

－ 0 0.0

合　　　計
（注）　出資総額は、平成18年度末における金額である。



２０　平成1８年度における売却資産等の概要

（１）　有価証券
単位：千円

増額 減額

- 0 0 0

（２）　固定資産
単位：千円

種　　類 資産名 売却契約日 所在市区町村 面積（㎡） 帳簿価額 売却価額 売却損益

- - - - - 0 0 0

（注）　帳簿価額50万円未満のものを除く。

期末残高

合     計

年度内増減
種    類 期首残高

0
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